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【運営に対する方針に基づく報告】 

１．矢立育成園・白沢通園センターの統合について 

令和６年度からの法人中期計画に基づき、矢立育成園は施設入所支援 30 名 

を廃止して生活介護 30 名に、白沢通園センターは就労継続支援Ｂ型事業 60 名 

から 40 名に定員を削減し、２つを１つの拠点にすることを計画した。 

計画にそって利用者の意思決定支援に基づき利用者の移行を進めた結果、生 

活介護を希望する利用者が少なくなったこと、矢立育成園の建物維持管理及び 

人件費を賄う収入確保が難しくなったため、矢立育成園拠点を年度末で廃止し 

た。白沢通園センターは多機能型事業所として、就労継続支援Ｂ型（定員 50 

名）、生活介護（定員 10 名）、新規事業である就労選択支援事業（受入定員 10 

名）を令和８年度から実施することで秋田県に指定変更申請を行った。 

 

２．高齢者グループホームの統合について 

２カ年かけて行ったＧＨの再編について、費用対効果を含めてＧＨたしろと 

ＧＨかみやまの統廃合を行うことを計画し、ＧＨたしろを令和７年９月１日付 

で事業廃止し、同日付でＧＨかみやまの定員を９名（１ユニット）から 18 名 

（２ユニット）へ定員変更する指定変更申請を行った。 

 

３．年度内での更なる事業再編について 

神山荘ヘルパーステーションで実施してきた特定旅客自動車運送事業につい 

て、訪問介護員の不足により、安定かつ安全な体制維持が困難となり、年度末 

で事業を廃止した。 

秋田県から事業受託している秋田県北障害者就業・生活支援センターについ 

て、人員不足及び採算性のない事業のため、令和８年度末で事業廃止すること 

で今年度中に受託辞退届を行った。 

 

 

【支援・介護に対する方針に基づく報告】 

１．虐待防止対策について 

不適切な事案が続いている現状を踏まえ、各拠点で実際に取り組んでいる良 

い事例や困った事例に関わる情報交換からスタートしたが、法人の秩序及び職 

場規律を乱す不祥事案が発生した。職場のモラル低下を危惧し、利用者はもち 

ろんのこと、職員間においても「さん」付けを推奨した。また、利用者との悪 

い関わりを責めるのだけでなく、良い関わりを評価する虐待防止チェックリス

トを作成し、職場の風紀秩序の維持に努めた。 

 

 



 

 

【地域社会に対する方針に基づく報告】 

１．事業継続計画（ＢＣＰ）について 

   自然災害発生時の訓練のほか、感染症発生時における訓練として、座学や実 

  地訓練を行っている。 

 

２．地域連携推進会議について 

   障がい施設と地域が連携する会議体がスタートし、会議の開催および委員に 

よる施設訪問を行った。また情報公開として、議事録を法人ホームページや広 

報に掲載している。 

 

 

【福祉人材に対する方針に基づく報告】 

１．感染症発生時の休業補償について 

   新型コロナウイルスが感染症５類に移行してから、家族罹患による自宅待機 

について、有給休暇以外での休みへ改善を求める声が職員からあった。新たに 

休業補償を加える改正を行い、職員の休暇の選択肢の幅を広げている。 

 

２．職員の賃上げ、職場環境改善支援事業について 

福祉分野の人材不足、人材流出を防ぐ緊急措置として、令和８年度報酬改定 

  を待たずに職員の賃上げ、職場環境改善支援事業を行うことが国の補正予算で 

決まった。今回の支援事業には、これまで対象外とされていた計画相談支援、 

居宅介護支援、介護予防支援事業所が含まれるようになり、相談事業所の待遇 

改善を行った。 

この事業の申請条件として、施設系サービスや障害福祉サービスでは生産性 

向上に向けた取り組み、介護在宅サービスではケアプランデータ連携システム 

への加入が必須となり、来年度に向けた体制構築の協議を行った。 

 

 

 

今後とも法人各拠点においては地域の社会資源として、また施設及び在宅サービ 

スにおいては、利用者様の視点に立った質の高いサービスの提供に努めていくとと 

もに、社会のセーフティネットを担う社会福祉事業者として役職員一丸となって事

業にあたることをお誓い申し上げ令和７年度の事業報告と致します。 

 

 

                    令和８年３月３１日 

                    社会福祉法人 大館圏域ふくし会 

                     理 事 長  畠 澤 政 一 

 

 


